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福岡市医療的ケア児等受入指定園　事業計画書

　　年　　月　　日
（宛先）福岡市長

福岡市医療的ケア児等受入指定園事業の実施にあたり、以下のとおり提出いたします。
なお、本事業計画書の記載内容については、事実に相違なく、虚偽の記載がないことを誓約します。

　　事業実施者の概要
	
  施設名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

施設所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

施設種別　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

設置主体名（法人名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

運営主体名（法人名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
※設置者と異なる場合は、その関係性（委託、指定管理等）を記入すること

設置主体の代表者の職・氏名　                               　　　　　　　

　 施設代表者の職・氏名　                               　　　　　　　　　　　

　 施設の開設年月日　　　                               　　　　　　　　　　　

　 認可定員　　　　　　　　　                               　　　　　　　　　　　

　 利用定員　                               　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

在籍児童数　                               　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 
【連絡先】（※本事業の担当者を記入すること）
所在地：
連絡担当者名：
所属：
役職：
Tel :　　 -　　　-　     
Fax : 　　-　　　-　　　　
E-mail : 


１．医療的ケア児等の安全な受入れ体制の構築状況
	①人的体制
	看護師等及び重度障がい児受入加配保育士の確保について、現状及び今後の見通しを記入すること。
また、欠員時の対応（代替要員の確保、法人内応援等）について記入するとともに、採用・確保の根拠（内定通知、募集要項、法人内応援の体制図、派遣契約の検討状況等）を可能な範囲で記入又は添付すること。

	




















	②医療的ケア対応
	想定される医療的ケアについて、個別性（頻度・危険性・緊急性）に応じた対応方法を、実施体制（担当職員、対応手順等）も含めて具体的に記入すること。
なお、医療的ケアの内容ごとに区分して整理のうえ記入すること。

	




















	③安全管理
	救急医療機関との連携を含め、医療事故、災害、感染症の発生等を想定した緊急時対応について、基本的な考え方及び対応方針を、実施体制の概要（担当職員、連絡体制等）も含めて記入すること。
具体的な対応体制や連携内容については、別様式（緊急時の対応体制）により詳細を記入すること。

	





















２．人材育成の取組
	①研修計画
	医療的ケア児等の受入れに必要な知識及び技術の習得、維持及び向上を図るための研修計画について、年間の研修計画（時期、回数及び内容等）、対象職員（看護師、保育士等）、行政主催研修や外部研修の活用状況及び予定等を記入すること。

	


















	②体制底上げ
	施設内・法人内で医療的ケア児等に対応可能な人材を増やすための継続的な育成の見込みについて、何人をどの程度まで育成するか、いつまでに対応可能とするかを具体的に記入すること。 また、その育成方法（研修、OJT、外部支援の活用等）についても可能な範囲で記入すること。

	



















３．インクルーシブ保育の視点
	①集団保育の工夫
	保育実態を踏まえ、医療的ケア児等と他の児童ができる限り共に過ごすことを基本としつつ、個別性（健康状態等）や安全性に配慮した、無理のない集団保育の工夫について、対象児の保育方法、別室対応の有無及び判断基準、感染症対策や衛生管理の考え方等を具体的に記入すること。別室対応の判断については、どのような場合に実施するか、具体的な基準を記入すること。

	



















	②受入れに伴う調整
	医療的ケア児等の受入れにあたり、保護者や地域等の理解と安心の確保を図るため、医療的ケア児等の保護者の見学・相談への対応、他保護者・地域への説明及び理解促進、他園への情報共有等について、個人情報保護の観点を踏まえながら、時期、手法及び媒体等の具体的な調整方法を記入すること。

	



















４．医療・関係機関との連携
	①医療連携
	市内医療機関、訪問看護、かかりつけ医等との連携体制について、連携の基本的な考え方及び役割分担を記入すること。
具体的な連携体制や対応フローについては、別様式（医療機関等との連携体制）
により詳細を記入すること。

	




















	②関係機関連携
	医療以外に、保健・障がい福祉・保育・教育等の関係機関との連携体制について、連携の基本的な考え方及び役割分担を記入すること。
具体的な連携先や対応内容については、別様式（医療機関等との連携体制）により詳細を記入すること。 
（例） 療育センター、相談支援事業所、医療的ケア児等コーディネーター等

	




















５．継続性・波及性
	①事業の継続性
	事業の趣旨を踏まえ、補助制度の有無にかかわらず、安定的かつ継続的に運営できる体制づくりの見込み（３～５年程度の中期的な見通し）について記入すること。

	




















	②事業の波及性
	本事業で得られた知見等を活用し、市内における医療的ケア児等の受入れの推進に資するため、市内他保育園や法人内他施設への横展開・情報共有の見込みについて、時期、手法等を含めて記入すること。

	



















６．その他
	国・地方公共団体等への申請状況
	今回の事業の内容に関わらず、他に申請中の補助事業や過去の事業実績等（福岡市を含む）について、記入すること。

	申請先
	申請事業名（対象年度含む）
	交付状況（申請中、採択決定等）

	【今年度】







	
	

	【過去】（※原則直近５年間）
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